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一九七二年の国交正常化以来最悪といわれる状況が続いている。一方、中国は日本にとって最大の貿易パー トナー という事実があ 。日本経済が縮小する国内市場を補い成長し いくにあたって中国市場の重要性は決して低下するものではない。過去数十年 わたって積み上げてきた日中間 経済交流を今日活かせないとすればそれは実に残念なことである。　
本稿では、戦後日中貿易の草創期から伊
藤忠商事で中国ビジネスに関 っ きた藤野文晤氏へのインタビュー（オーラルヒストリー）を基に、当時の状況やその体験談を四回にわたって掲載する。藤野氏 伊藤忠時代、瀬島龍三 （同社専務から副社長、副会長を経て会長。元亜細亜大学理事長）の指揮のもと、同社の中国事業を他社に先駆けて軌道に載せ 実績にとどまず、中国へ 深い思い入れと広い視野で日中共存の哲学を持ち、引退後もなお民間団体等で日中の橋渡しに尽力さ いる。　
今回、藤野氏にインタビューをお願いした
のは、中国ビジネスが今日、日本企業にとって普通の経済活動となる一方で 単なる経済行為にはとどまらない特殊性やその特異な性質を改めて理解しておく必要 あるので



























                                                   （元亜細亜大学客員教授）
【第一回】











目）のこと。当時は毎年春と秋の広州交易会にあわせて広州に行く。まず香港に一～二泊して交易会参加のビザを取り、広州でさらに北京のビザをとって列車で二泊三日かけて北京 行き、半年後 交易会で出張してくる人と交代するという、長期出張スタイルだった。 は通常三カ月なので途中で一回公安局 行って更新する。
ビザを出すか出さないかは中国側の一存（友好的か否 ）なので、ビザが出ない、延長できない場合もあった。　
北京では各社とも新僑飯店が事務所と宿



















ければ日本企業との取り引きは行わないと宣言し、これまでのダミー を経由した取り引きも全部認められなくなった。伊藤忠は仕方なく新 通商から人と資本を全部引き上げ、新 通商がそれを自分で穴埋めして会社を存続させ、残った新日本の人たちだけで中国貿易を継続することになった。 かし、伊藤忠が商権を持っているものも多く、現実に取り引きを維持することは難し った。　
滞在していた新僑飯店からみな引き上
げ、中国貿易に従事してい 同僚はそ ぞれソ連や東南アジア、香港、中近東などの部門や駐在に離散してしまった。藤野氏海外統括部（旧外国部）に戻り、新設されたアジア総支配人の秘書を兼ねて仕事をしていたが、なんとか との貿易再開 果たそうと、何の面識もない瀬島龍三業務部長（専務）に周四条件の受け入れを突然直訴し のだった。（以下次号）
（ゆかわかずお・アジア研究所教授）
  周政治三原則：①国を敵視する政策を執らな
い、②「二つの中国」をつくる陰謀に加わな ③中日国交正常化 妨害しな 。
  周四条件：①台湾および韓国を援助する企
業、②台湾および韓国に投資を行っている企業、③米のベトナム戦争政策を援助する目的で兵器・弾薬などの軍事物資を供給している企業、④米国企業の子会社および合弁会社、とは取り引きしない。
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